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5．職務満足と疎外
　ここでは，職務満足と疎外の関係を，仮説4の検証を出発点として分析し
ていくことにする。仮説4によれば，職務満足と疎外は逆順関係にある。表
37は，こうした仮説を検証するために，従業員データについて職務満足の各
次元と疎外の二次元の間の単純相関係数を求めたものである。、
表37　職務満足と疎外の間の単純相関係数（従業員データ）
　　　職務満足疎　外 仕事自体への満足 対人関係への満足 待遇への満足 組織への満足
無　力　感 一〇，349＊＊ 一〇．312＊＊ 一〇．232＊＊ 一〇．234＊＊
自己疎隔 一〇．066 0，036 一〇．163＊ 一〇．081
（1）サンプル・サイズはN＝405－409。欠測値をもつサンプルはペア・ワイズに除去し
　　ている。
（2）統計的有意性はP＊＜0．005，P＊＊〈0．001である。
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　表37の分析結果をみれば，仮説4はほぼ支持されていることがわかる。と
くに，職務満足は無力感とかなり安定的な逆順関係にあるようである。
　次に，職務満足と疎外の間のこうした逆順関係が真の因果関係に基づく現
象なのか，それともなんらかの第3要因の影響による現象なのかを調べてみ
ることにしよう。次の図8に示すように，もしも職務満足と疎外の両者に理
論的または経験的に先行する第3要因があり，かつそれが職務満足と疎外の
両者に同時的に正，画面向きの影響をおよぼしているとすれば，職務満足と
疎外の間には負の擬似相関が現われる。
図8　職務満足と疎外の間の逆順相関が擬似相関であると仮定した場合の因果構造
　　　　　　　　　　　　＋（一〉　疎　　外
第3要因
『（＋）　　職務満足
　他方，職務満足と疎外の聞に真の因果関係（負）がある場合にも，両概念
間には負の相関が現われる。そして，こうした2種類の逆順相関は見かけ上
は同じであり，そのままではそれらを区別できない。しかし，両概念間の逆
順相関が第3要因の影響による擬似相関であるなら，こうした第3要因を統
計的にコントロールすれば最初に観測された逆順相関は消失する。そうした
分析には，仮定される第3要因をコントロールした時の職務満足と疎外の間
の偏相関を求め，それが統計的にゼロに等しいか否かを検定する方法を適用
すればよい。そして，偏相関が統計的にゼロに等しくなるなら，最初の単純
相関は擬i似相関であると結論できる。
　問題は，職務満足と疎外の両者に共通する原因変数，すなわち第3要因を
どう仮定するかである。すでに述べたように，近年の実証的な疎外研究は，
技術の高度化や組織構造の官僚制化が疎外を促進させることを明らかにして
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いる。他方，われわれの期待行動のプロセス・モデル（図5）からわかるよう
に技術（コンテクスト）や組織構造は仕事役割要因の構成概念であり，これ
らは役割知覚という要因を媒介にして遂行の原因となるものと仮説できる。
そして，先の仮説検証によってほぼ支持されているように遂行は職務満足を
高めるのであるから，結局技術や組織構造は職務満足の原因であると仮説で
きる。以上の推論からわれわれは，職務満足と疎外の間の逆順相関がもしも
擬似相関であるなら，こうした擬似相関を生じさせている第3要因は技術や
組織構造であると仮説できる。
　そこで，以下ではこうした派生仮説を検証することを考えよう。最初に，
技術と組織構造の次元，ならびにその理論的定義について簡単に述べる。ま
ず，われわれは技術の次元として，Perrow（1967）の（1）例外頻度，（2＞分析
可能性の2次元を選択している。前者は職務遂行の際に一定の手続きやプロ
グラムでは処理できない例外的問題が発生する頻度を意味し，後者はそうし
た例外的問題を解決するための新たな探索活動が体系的，分析的，論理的に
遂行される程度を意味している。次に，われわれは組織構造の次元として，
Hage＝　Aiken（！967a，1967b）やHa11（1977）の（1）集権化，（2＞公式化，（3）複
雑性の3次元を選択している。集権化とは組織にとって必須の意思決定が組
織の上位階層に集中されることであり，公式化とは規則や手続きが明確に規
定され，その遵守が強調されることであり，複雑性とは組織における分業の
進展とその職務内容の高度化である。以上に述べた技術の2次元，ならびに
組織構造の3次元のそれぞれは，職務満足と疎外に対して正，負向向きの影
影をおよぼしていると仮説できる。すなわち，例外頻度や集権化は「役割知
覚の低下→低い遂行レベル→少ない報酬→低い職務満足」という一連のプロ
セスを通じて職務満足に負の効果をおよぼすとともに，疎外に対してはこれ
までの多くの実証研究が明らかにしているように正の効果をおよぼしている
だろう。逆に，分析可能性や公式化，複雑性は「役割知覚の増大→高い遂行
レベル→多い報酬→高い職務満足」という一連のプロセスを通じて職務満足
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に正の効果をおよぼすとともに，疎外に対しては負の効果をおよぼしている
だろう。次表38は，こうした仮説をまず検証するために，技術，組織構造と
いう第3要因と職務満足ならびに疎外の問の単純相関係数を求めたものであ
る。なお，自己疎隔は職務満足と安定的かつ強い逆順相関を示していないの
で（表37），以下の分析では疎外の次元として無力感のみをとりあげること
にする。
表38　技術，組織構造と職務満足，疎外の間の単純相関係数（従業員データ）
仕事自体への満足 対人関係への満足 待遇への満足 組織への満足 無　力　感
例外頻度
ｪ析可能性
0，019
O．294＊＊
0，012
O．209＊＊
一〇．128
@0，092
一〇．066
@0．027
　0，028
|0，ユ13
集　権　化
?@式　化
｡　雑　性
一〇．188＊＊
@0．233＊＊
@0。277＊＊
一〇，224＊＊
@0．238＊＊
@0．261＊＊
一〇．065
@0．225＊＊
@0．325＊＊
一〇．087
@0．253＊＊
@0．342＊＊
　0．321＊＊
黶Z．144幹
黶Z．254＊＊
（1）サンプル・サイズはN＝402～409。自判値をもつサンプルはペア・ワイズに除去し
　　ている。
（2）統計的有意性はP＊＜0．005，P＊＊くO．OOIである。
　表38によれば，上述の仮説は技術よりも組織構造についてよりょく支持さ
れていることがわかる。集権化，公式化，ならびに複雑性といった組織構造
の各次元は，職務満足と疎外に対して仮説どおりの有意な関係にある。これ
に対して，技術の次元では分析可能性が職務満足の一部と仮説どおりの正の
関係にあるが，疎外とは有意な関係になっていない。
　次に，こうした第3要因をコントロールした時の偏相関を求めることによ
って，職務満足と疎外（無力感）の関係が擬似的なものなのか否かを調べて
みよう。表38からわかるように，われわれのデータでは第3要因のうち技術
は職務満足と疎外の共通の原因とはなっていないから，擬似相関を生じさせ
ている要因ではない。擬似相関を生じさせる可能性のある第3要因は組織構
造である。そこで，こうした点を調べるために，組織構造の各次元およびそ
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の2つ以上を順にコントロールしていった時の職務満足と疎外の間の偏相関
係数を求めたものが次の表39である。
表39組織構造をコントロールした時の職務満足と疎外の間の偏相関係数（従業員データ）
　　無力感との偏
Rントロ　相関一ルした組織構造の次元 仕事自体への
栫@　　　足
対人関係への
栫@　　　足 待遇への満足 組織への満足
集　　権　　化 一〇．310＊＊＊＊ 一〇．260＊＊＊＊ 一〇．223＊＊＊＊一〇．218＊＊＊＊
公　　式　　化 一〇．327＊＊＊＊ 一〇．289＊＊＊＊ 一〇．207＊＊＊＊ 一〇．206＊＊＊＊
複　　雑　　性 一〇．299＊＊＊＊ 一〇．263＊＊＊＊ 一〇．163＊＊＊ 一〇．162＊＊＊
集権化と公式化 一〇，285＊＊＊＊ 一〇．233＊＊＊＊ 一〇．196＊＊＊＊ 一〇．188＊＊＊＊
公式化と複雑性 一〇．289＊＊＊＊ 一〇．252＊＊＊＊ 一〇．151＊＊＊ 一〇．148＊＊＊
集権化と複雑性 一〇，252＊＊＊＊ 一〇．202＊＊＊＊ 一〇．148＊＊＊ ．一 Z．138＊＊
集権化と公式化
ﾆ　複　雑　性 一〇．241＊＊＊＊ 一〇．188＊＊＊＊ 一〇．135＊＊ 一〇．123＊
（1）数値は組織構造の当該次元をコントロールした時の職務満足と疎外（無力感）の間
　の偏相関係数である。
（2）サンプル・サイズはN＝402～407。頃日f直をもつサンプルはペア・ワイズに除去し
　ている。
（3）統計的有意性はP＊く0．05，P＊＊〈0．01，　P＊＊＊＜0．005，　P＊＊＊＊く0．001である。
　表39と表37を比較すれば，組織構造をコントロールした時の偏相関係数は
それをコントロールしなかった時の単純相関係数よりも，その絶対値が小さ
くなっていることがわかる。したがって，こうした減少分は，組織構造の影
響による擬似相関分であったことになる。しかし，組織構造の三次元，およ
びそれらのどんな組み合せをコントロールしても，職務満足と疎外の偏相関
は統計的にゼロにはならなかった。
　こうした分析結果については，少なくとも以下に述べる3つの解釈が可能
である。第1と第2の解釈は，職務満足と疎外の一単純相関が第3要因の介在
による擬似相関であるとの仮説に立つものであり，こうした仮説がなぜ統計
的に支持されなかったかを問題にする解釈である。すなわち，そうした解釈
の第1は，概念を測定するためのインディケータがこうした仮説の検証には
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必らずしも適切ではなかったのではないかということであり，そのために偏
相関係数が統計的にゼロにはならなかったという解釈である。組織構造，職
務満足，疎外のそれぞれの概念について，その理論的定義に完全に合うよう
なインディケータを開発することは容易なことではない。しかしながら，こ
うした第1の解釈にたてば，それがもう少し改善されればここでの偏相関係
数をもっとゼロに近づけることができ，それによって職務満足と疎外の間の
擬似相関の伝説を実証できる可能性が開かれることになる。そうした可能性
は確かに残っていると思われる。
　第2の解釈は，やはり職務満足と疎外の擬似相関仮説にたつものであり，
こうした擬似相関を生じさせる原因は組織構造以外にもあるにもかかわらず，
われわれのここでの分析がそうした第3要因をコントロールしていないので
はないかとする解釈である。そうした第3要因の条件は，それが職務満足と
疎外の両者に対して共通の原因となっていることである。これまでの組織研
究によれば，技術はそうした要因の1っである。しかし，われわれのデータ
では，技術は両要因の共通の原因にはなっていなかったので，技術をコント
ロールした時の偏相関係数を求めることはしなかった。われわれのデータに
おいて技術がとりわけ疎外の原因になっていなかった点は，上述した第1点
とも関連するが，こうした技術概念の操作化に原因があるかも知れない。われ
われは，本来それを期待型モティベーションの規定要因であるとの仮説に基
づいて，情報プロセシング・パラダイムに依拠するPerrow（1967）の概念化、
を採用している。しかし，疎外の原因としての技術を照射するなら，たとえ
ばWoodword（1965）のようなより具象的な技術の操作化を採用したほう
がよいのかも知れない。いずれにしても，これまでの組織研究をレビューした限
りでは，技術が疎外の原因であるという仮説を不用意に棄却することはでき
ないと思われる。そして，技術が職務満足の原因であることも，多くの組織
研究者によって指摘されている点である（たとえば，Walker　＝　Guest，1952；
Brayfield　・＝　Crockett，1955；Vroom，1964を参照せよ）。そうであるとすれ
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ば，技術概念のより適切な操作化によって，技術や組織構造を同時にコント
ロールした時の職務満足と疎外の間の偏相関を分析するという努力が必要で
ある。そうすれば，職務満足と疎外の間の擬似相関の仮説が今後実証される
ことも可能であるかも知れない。
　第3の解釈は，上述の第1および第2の解釈とはまったく視点を変えて，
職務満足と疎外の間には真の因果関係があり，そのために偏相関が統計的に
ゼロにはならなかったのではないかと考えてみることである。こうした解釈
は，偏相関が統計的にゼロにはならなかった場合に通常とられるもっとも一
般的な解釈である。しかし，われわれはこうした解釈は上述の第1および第
2の努力をくり返してみた後で，なお・それでも偏相関が統計的にゼロにはな
らない時に採用すべき選択であると考えている。また，Seeman（1959）が
疎外を心理学的な態度として理論的に定義して以来，同じ態度概念である職
務満足との間に時間的な先行性を見つけることは困難になっている。したが
って，こうした第3の解釈を選択する場合には，両概念間の時間的な先行性，
すなわち「原因は結果に時間的に先行する」という因果関係の必要条件の1
っを確定しがたいという問題が新たに生じてくるま
　以上，われわれは職務満足と疎外の関係を実証分析し，その因果的な解釈
について3つの可能性を指摘してきた。われわれとしては，ここでの分析で
は両者の間の偏相関は統計的にゼロにはならなかったにもかかわらず，第1
または第2の解釈がより可能性が高いと考えている。したがって，こうした
両面での努力が今後の課題であるといえるだろう。
＊　両概念のいずれが原因であり，いずれが結果であるかを理論的に確定することは，こ
　れまで両概念が社会学と心理学で相互に独立に使用されてきた背景を考えればもっと困
　難な問題である。
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6．職務満足と同一化，欠勤，離職
　仮説5に示すように，職務満足は同一化を高め，逆に欠勤や離職を減少さ
せると考えられる。こうした仮説の検証には，相関分析を使うことができる。
すなわち，もしも職務満足が同一化と正順相関を示し，逆に欠勤や離職とは
逆順相関を示すなら，仮説5は一応支持されたことになる。
　すでに示した表12からわかるように，われわれが収集したデータは，職務
満足は管理者ならびに従業員の個人レベル・データであり，同一化は従業員
の個人レベル・データであり，欠勤と離職は管理者から得た集団レベル・デ
ータ（部門データ）である。したがって，職務満足と同一化の相関分析は従
業員データが利用可能であり，理論的にも意味があるだろう。これに対して，
職務満足と欠勤，ならびに職務満足と離職の相関分析については若干の注意
が必要である。利用可能なデータから直：接分析できる相関は，管理者個人の
職務満足とその部門の欠勤率，離職率の間の相関であるが，これは理論的に
は無意味である。データ的に利用可能で，かつ理論的に意味があるのは，従
業員個人の職務満足とその部門の欠勤率，離職率の間の相関分析である。し
かし，上述したように，これらは一方は個人レベル・データであり，他方は
集団レベル・データであるので，このままでは直接の分析は不可能である。
そこで，ここではデータを同一レベル，すなわち集団レベルに集計しなおし
た後で相関分析を行なうことにする。次表40に示した職務満足と欠勤率，な
らびに職務満足と離職率の間の相関は，こうした3変数の部門平均をデータ
にしている。
　表40によれば，職務満足と同一化の間には一貫した強い正順相関があり，
仮説が支持されていることがわかる。しかし，職務満足と欠勤率の相関はす
べて有意ではなく，また職務満足と離職率の相関は組織への満足についての
み有意な逆順相関が検出されているにすぎない。職務満足と欠勤，ならびに
職務満足と離職の関係が仮説どおりではなかった点については，さまざまな
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表40　職務満足と同一化，欠勤率，離職率の間の単純相関係数
仕事自体への満足 対人関係への満足 待遇への満足 組織への満足
同　一　化
〟@勤　率
｣　職　率
0．331＊＊
O，032
O，062
　0．299＊＊
@0，032
|0，22！
　0．257＊＊
黶Z．202
|0，189
　0．341＊＊
黶Z．090
|0．343＊
（1）同一化と職務満足の相関分析は従業員データによる個人レベルの分析である。
②　欠勤率と職務満足の相関分析，ならびに離職率と職務満足の相関分析は集団レベル
　の分析である。すなわち，欠勤率と離職率は管理者データから計算した部門ごとの平
　均値を使い（1つの部門に複数の管理者が存在する），それらに対応する職務満足は当
　該部門の従業員データから計算した部門ごとの平均値を使っている。
（3）サンプル・サイズは同一化と職務満足（N＝407～409），欠勤率と職務満足（N＝・26），
　離職率と職務満足，（N；26）である。欠測値をもつサンプルはペア・ワイズに除去
　している。
根拠が考えられるだろう。まず前者については，欠勤の測度が適切ではなか
った点が考えられる。なぜなら，すべての欠勤が必らずしも不満足の結果な
のではなく，たとえば病欠などのように不満足の結果ではない欠勤があり得
る。ところが，われわれの欠勤のインディケータは，こうした多様な欠勤を
区別していない。そして，そのために当初の仮説が支持されなかったのでは
ないかということである。次に後者については，March＝Simon（1958）
が指摘しているように，離職は不満足のみに規定されるのではなく，離職の
容易度によっても規定されるのではないかということである。たとえば，不
満足な従業員は景気水準が高いために離職または転職の機会が多い時には容
易に離職するであろうが，そうでない時には不満足のまま現組織に留まるで
あろう。換言すれば，職務満足と離職の容易度は離職率に対して交互効果を
およぼしているのではないかということである。ところが，表40に示したわ
れわれの分析はこうした交互効果を分析していない。そして，そのために仮
説が十分には支持されなかったのではないかと考えることができるのである。
ただ，われわれは，現時点では離職の容易度のデータをもっていないので，
これ以上こうした分析を続けることはできない。したがって，こうした交互
作用の分析は，今後の課題として残しておくことにしよう。
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VI検証結果の理論的・実践的含意
1．検証結果の要約
　まず，本稿で行なった期待型組織行動の5つの分析の結果は，次のように
要約することができるだろう。
　（1）期待型モティベーションの構造
　われわれは，期待型モティベーションの構造を調べるために2種類の分析
を行なった。第1は，われわれの期待行動のプロセス・モデル（図5）が仮
定する（E→P）期待，　（P→O、）期待，ならびに報酬魚蝋性（V、）を，組
織成員が果たして現実にもっているか否かの分析である。第2は，理論的に
考え得る期待型モティベーションの数学的記述のなかで，どれがより大きな
経験的妥当性をもっているかの分析である。
　まず前者については，組織成員は（E→P）期待，（P→Oi）期待，報酬息遣
性（V‘）をそれぞれ差別的にもっていることが因子分析によって実証された。
しかも，組織成員は報酬の種類ごとに，（P→O，）期待と報酬配意性（V，）
をほぼ対応する形でもっていることが実証された。そして，こうした傾向は，
管理者よりも従業員についてより顕著にみられた。
　次に，後者の分析では，（E→P）Σ］（P→O‘）と（E→P）Σ［（P→O、）（V、）］
の2つのモティベーション構造が比較された。その結果，（E→P）Σ［（P→O‘）
（Vi）］のほうが，より多くの遂行変数と相関することが実証された。したが
って，こうした分析結果は，期待型モティベーションを期待と誘意性の積和で
定義することが経験的に有効であることを示しているといえるのである。
（2）期待型モティベーションと遂行
期待型モティベーションと遂行の関係の分析は，本稿で行なった多様な期
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待型組織行動の分析のなかでももっとも重要な分析である。その理由は，（1）
期待型モティベーションで遂行を説明できること，ならびに（2）期待型モティ
ベーションと能力（や役割知覚など）が遂行に対して交互効果をもっている
と説明できること，の2点の仮説はVroom（1964）以来累々と受け継がれて
きた期待行動のプロセス・モデルの最重要な仮説であるからである。
　われわれは，期待型モティベーション，複雑性統合能力，あいまい性許容
度の3要因のそれぞれが遂行におよぼす主効果と要因間交互効果を分析した。
さらに，こうした分析を生産部門，営業部門，ならびに研究開発部門ごとに
行ない，それによって部門間の差異を発見的に比較しようとした。
　一般に，期待型モティベーション，複雑性統合能力の主効果は正であり，
あいまい性許容度の主効果は負であった。また，モティベ・一一ションと能力の
交互効果は正であり，モティベーションとあいまい性許容度の交互効果は負
であった。したがって，モティベーションは遂行を高める効果をもつが，こ
うした効果は能力の上昇とともに比例的に増幅され，あいまい性許容度の増
大とともに比例的に損われるといえる。また，能力は遂行を高める効果をも
つが，こうした効果はモティベーションの上昇とともに比例的に増幅される。
さらに，あいまい性許容度は遂行を低下させる効果をもつが，こうした効果
はモティベーションの上昇とともに比例的に増幅されるといえるのである。
こうした分析結果は，われわれの当初の仮説を一般的に支持するものである。
　他方，部門間の差異に注目すると，次のような特定的な分析結果が得られた。
（1）生産部門では，次のような傾向がみられた。品質や労災防止という遂行
　変数に対しては，モティベーション，能力，あいまい性許容度の効果はほ
　ぼ当初の仮説どおりであった吉しかし，品質や労災防止という遂行変数を
＊　品質に対しては，期待型モティベーションと複雑性統合能力の交互効果は正であり，
期待型モティベーションとあいまい性許容度の交互効果は負である。また，労災防止に
　対しては，期待型モティベーションと複雑性統合能力の交互効果は正である。
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　除いては，期待型モティベーション，複雑性統合能力，およびあいまい性
　許容度の3要因は生産部門の遂行に大きな影響を与えないようである。と
　くに，生産高や生産性といった重要な遂行変数に対してこうした3要因が
　ほとんど影響しない根拠は，生産部門では低い不確実性のもとで可能な部
　門活動の計画化によって，こうした遂行がほとんど事前にコントロールさ
　れてしまうのではないかということである。
②　営業部門では，とくに新市場開拓という遂行変数に対して，期待型モテ
　ィベーションと複雑性統合能力が強い影響力をお』よぼすようである。すな
　わち，新市場開拓に対する期待型モティベーションの主効果は正であり，
　期待型モティベーションと複雑性統合能力の交互効果も正である。したが
　って，モティベーションが高くなるほど新市場開拓の成果が高まるだけで
　なく，モティベーションが新市場開拓の成果を高めるこうした効果自体が
　能力の向上とともに比例的に増幅されるということである。
（3）研究開発部門では，期待型モティベーションは特許件数や実用新案件数
　の成果を高めるようである。なぜなら，特許件数に対するモティベーショ
　ンの主効果は正であり，実用新案件数に対してはモティベーションの主効
　果が正であるだけでなく，モティベーションと複雑性統合能力の交互効果
　も正である。他方，研究開発部門ではモティベーションに劣らず複雑性病
　合能力の影響力が強いようである。すなわち，能力は新技術開発，学界へ
　の貢献，ならびに全般的な目標達成度を高める効果をもっている。しかし，
　複雑性統合能力はこの部門の経費節減に対してだけは逆機能的に作用する。
　すなわち，能力が高くなるほど，経費節減の成果は低下し，しかもこうし
　た逆機能的効果はモティベーションが高まるほど強くなる（なぜなら，能
　力の主効果は負，能力とモティベーションの交互効果も負）。こうした逆機
　能は，研究開発部門の成員の「コスト意識の希薄な研究者気質」によるも
　のと推測されるのである。
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　（3）遂行と職務満足
　われわれは，遂行は職務満足を高めるという仮説を実証するために，まず
さまざまな遂行変数と3つの職務満足次元の間の単純相関を分析してみた。
こうした分析の結果によれば，当初の仮説は遂行と仕：事自体への満足の関係
については強く支持されていた。しかし，遂行と待遇への満足の関係，およ
び遂行と組織への満足の関係については，当初の仮説はあまり支持されてい
なかった。こうした差は，第1に遂行と仕事自体への満足の関係が内的報酬
によって媒介されるのに対して，遂行と待遇や組織への満足の関係は外的報
酬によって媒介されること，および第2に「遂行→内的報酬→仕事自体への
満足」という前者の関係が直接的な関係であるのに対して，「遂行→外的報
酬→待遇や組織への満足」という後者の関係は比較的多くのモデレータ要因
によって条件づけられた関係であることから生じたものと推測された。そし
て，こうしたモデレータ要因の1つは，外的報酬の業績依存度であると考え
られた。
　そこで，われわれは次にこうした推測を実証するために，待遇への満足に
対する遂行と外的報酬の業績依存度の交互効果を検出しようとした。その結
果，全部門の経費節減，および営業部門の新市場開拓という2っの遂行変数
について，遂行と外的報酬の業績依存度の交互効果は正であった。すなわち，
こうした遂行が待遇への満足を高める効果は，遂行レベルに応じた給与支払
いや昇進が行われるほど比例的に増幅される。より極端にいえば，高い遂行
はほとんど無条件に仕事自体への満足をもたらすが，高い遂行が待遇への満
足をもたらすのはそうした高い遂行に応じた給与支払いや昇進の待遇が得ら
れる場合に限られるということである。
　（4）職務満足と疎外
　職務満足と疎外は，仮説どおりの逆順関係にあった。次に，こうした逆順
関係が第3要因の影響による擬似相関であるか否かを検証しようとした。第
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3要因であるための必要条件は職務満足と疎外の共通の原因となっているこ
とであるので，われわれは文献レビューの結果から技術と組織構造の2要因
を第3要因と仮定した。そして，こうした第3要因を統計的にコントロール
した時の職務満足と疎外の間の偏相関を計算してみた。もしもこうした偏相
関が統計的にゼロになるなら，職務満足と疎外の間に観測されていた逆順関
係は第3要因の影響による擬似相関であるということになる。分析結果によ
れば，確かにこうした兆候は現われた。すなわち，最初の負の単純相関は，
第3要因を統計的にコントロールすることでゼロに近づいた。しかし，こう
した偏相関は統計的にゼロにはならなかった。
　（5）職務満足と同一化，欠勤，離職
　われわれは，職務満足は同一化とは正順関係にあり，欠勤や離職とは逆順
関係にあると仮説した。分析結果によれば，職務満足のすべての次元は同一
化と正の有意な相関を示した。しかし，欠勤や離職についての逆順仮説は，
組織への満足と離職率の間の逆順相関が発見された点を除いては，支持され
なかった。
2　理論的・実践的含意
　本稿で行なった期待型組織行動の分析の結果から，以下のような理論的ま
たは実践的含意が得られるだろう。
　第1点は，遂行を高めるためのモティベーション，能力，ならびにあいま
い性許容度の管理についてである。一般に，高い遂行を達成するには高いモ
ティベーション，高い能力，ならびに低いあいまい性許容度が必要であると
いえるだろう。しかし，そうした一般論よりも，モティベーションや能力の
相対的な重要度が職能部門ごとに異なる点に注目するほうがより生産的であ
る。まず，生産部門の品質向上や労災防止の目的からみれば，高いモティベ
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一ション，高い能力，ならびに低いあいまい性許容度が必要である。しかし，
生産高や生産性といった重要な遂行はこうした3要因の管理によって改善で
きるのではなく，むしろ低い不確実性条件のもとで可能な部門活動の計画化
によって改善できると考えるべきである。次に，営業部門の新市場開拓の成
果をあげるためには，高いモティベーションと高い能力がとくに必要である。
既存の新規市場への参入であれ，あるいは新製品開発を通じてまったく新た
な市場を独自に創造していく行動であれ，そうした新市場開拓の行動には高
いモティベーションが不可欠であるだけでなく，新市場の情報収集や情報プ
ロセシングの活動を伴うゆえにそのための複雑性統合能力が重要となるので
あろう。さらに，研究開発部門の遂行を高めるには，高いモティベーション
と並んで高い能力がとりわけ重要である。こうした点は，研究開発という部
門の性格からみても当然であろう。ただ，こうした複雑性統合能力はこの部
門の経費節減に対してだけは心機能的に作用するという点には特別の注意が
必要であろう。
　第2点は，職務満足を高めるための方法についてである。多くの理論的，
ならびに実証的研究が明らかにしているように職務満足が高い同一化，低い
欠勤や離職といった望ましい効果をもたらすのであれば，職務満足を高める
ための方法を示唆することは意味がある。われわれの分析結果が示唆してい
るのは，高い遂行はほとんど無条件に仕事自体への満足をもたらすが，他方，
高い遥遥が待遇への満足や組織への満足に結びつくにはこうした高遂行に応
じた給与支払いや昇進の方法がとられることが必要であるという点である。
したがって，この意味では，業績主義の報酬制度が重要であるといえるだろう。
　第3点は，職務満足と同一化，欠勤，離職の関係についてである。これま
での多くの理論的，ならびに実証的研究は，職務満足は組織成員の同一化を
高め，欠勤や離職を低下させることを明らかにしている。そして，職務満足
のこうした望ましい効果が実証的に支持されてはじめて，われわれが第2点
で述べたような職務満足の増大方法という実践的含意も実質的な意味をもつ
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てくるのである。ところが，われわれの分析では職務満足と同一化の間の正
順関係は検出できているが，職務満足と欠勤，離職の間の逆順関係は検出で
きていない。しかし，このことはわれわれの期待行動のプロセス・モデル
（図5）の本質的な欠陥を意味しているのではない。職務満足と欠勤の間の
逆順関係，ならびに職務満足と離職の間の逆順関係が検出できなかった根拠
はもっと別なものである。すなわち，前者については，われわれの欠勤の測
度が適切ではなかったためであると考えられる。なぜなら，すべての欠勤が
必らずしも不満足の結果であるとは限らない（たとえば，病欠）にもかかわ
らず，われわれの欠勤のインディケータはこうした多様な欠勤を区別してい
ないからである。他方，後者については，離職は不満足と離職の容易度の両
者からもたらされる結果である（March；Simon，！958）にもかかわらず，
われわれの当初の仮説は不満足のみをとりあげているからであると考えられ
る。要するに，前者はインディケータという測度の問題であり，後者は仮説
の特定化の問題である。したがって，今後こうした点が克服されれば，期待
行動のプロセス・モデルから演繹した当初の仮説（職務満足と欠勤）や，そ
の部分的修正仮説（職務満足・離職の容易度と離職）の実証は可能であると
いえるだろう。
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